
廿日市市文化資源保存活用事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、地域に慣れ親しまれ、継承されてきた貴重な文化資

源の適切な保存と活用を図るため、文化資源の保存･保護に必要な事業

に要する経費に対し予算の範囲内において補助金を交付するものとし、

その交付に関し、廿日市市補助金等交付規則（平成５年規則第１０号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。

（定義）

第２条 この要綱において「文化資源」とは、地域で継承されてきた石造

物、 祠、神輿、山車その他の文化的な価値を有する資源をいう。
ほこら み こ し

（補助対象者）

第３条 この補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）

は、文化資源を維持管理する地域自治組織（廿日市市まちづくり交付金

交付要綱（平成２９年告示第５３号）第１条に規定する地域自治組織を

いう。）の代表者とする。

（補助の対象となる事業）

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、文化財

保護法（昭和２５年法律第２１４号）、広島県文化財保護条例（昭和５

１年広島県条例第３号）及び廿日市市文化財保護条例（昭和４４年条例

第２４号）（以下「法等」という。）の規定による指定、登録、選択及

び認定（以下「指定等」という。）されていない文化資源について、補

助対象者が適切な保存及び活用を図るために実施する次に掲げる修復等

で、当該修復等に要する経費（消費税及び地方消費税を含む。以下同

じ。）が７万５，０００円以上であるものとする。

(1) 文化資源の修復及び補修

(2) 文化資源の由来、伝承等の解説を表示するための看板等の設置、修

復及び修繕



(3) 文化資源を適切に保存するための覆屋、柵その他の工作物の設置、

修復及び修繕

（補助金の額等）

第５条 補助金の額は、補助事業に要する経費に３分の２を乗じて得た額

（その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた

額）とし、当該額が２０万円を超えたときは、２０万円とする。

２ この補助金は、補助の対象となる文化資源に対して、１回に限り交付

する。

（補助金の交付の申請）

第６条 補助金の交付の申請をしようとする補助対象者（以下「申請者」

という。）は、別記様式第１号による補助金交付申請書に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1) 別記様式第２号による事業計画書

(2) 別記様式第３号による補助金収支予算書

(3) 文化資源を維持管理していることが確認できる資料

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（補助金の交付の決定）

第７条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、これを

審査し、その内容が適正であると認めたときは、補助金の交付を決定し、

別記様式第４号による補助金交付決定通知書により申請者に通知するも

のとする。

（事業内容の変更等）

第８条 前条の規定による補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事

業者」という。）は、別記様式第２号による補助金事業計画書の内容に

変更が生じたとき又はやむを得ない理由により補助事業を中止しようと

するときは、別記様式第５号による補助金変更（中止）承認申請書によ

り市長に申請し、承認を受けなければならない。この場合において、事

業計画書の内容の変更の申請にあっては、当該変更が確認できる書類を

添付しなければならない。



（実績報告）

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、別記様式第６号によ

る補助金実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければ

ならない。

(1) 別記様式第７号による事業報告書

(2) 別記様式第８号による補助金収支決算書

(3) 領収証の写し

(4) 活動の状況がわかる写真等

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第１０条 市長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、これ

を審査し、事業が適正に実施されていると認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、別記様式第９号による補助金確定通知書により補助

事業者に通知する。

（交付請求）

第１１条 前条の確定通知書を受領した補助事業者が補助金の交付を請求

するときは、別記様式第１０号による補助金交付請求書を市長に提出し

なければならない。

（概算払）

第１２条 補助事業者は、規則第１６条第２項の規定により補助金の概算

払を受けようとするときは、別記様式第１１号による補助金概算払交付

請求書を市長に提出しなければならない。

２ 概算払により補助金の交付を受けた補助事業者が第９条に規定する補

助金実績報告書を提出するときは、当該補助事業者は、同条第１号又は

第２号に掲げる書類のほか、別記様式第１２号による補助金概算払精算

書を市長に提出しなければならない。

（決定の取消し等）

第１３条 市長は、補助事業者が偽りの申請その他不正な手段により補助

金の交付の決定を受けたと認めるときは、その全部又は一部を取り消す



ことができる。

２ 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金

が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

（関係書類の整備）

第１４条 補助事業者は、補助対象事業に係る経費の収支等を明らかにし

た書類等を整備し、事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間

保管しなければならない。

（財産の処分の制限）

第１５条 補助対象者は、補助事業により取得し、又は公用の増加した財

産で次に掲げるものを、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはなら

ない。ただし、補助金の交付を受けて１０年間を経過した場合は、この

限りでない。

（実施規定）

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事

項は、別に定める。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。


